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１ 法人の目的及び業務内容 

(１) 目的 

この公立大学法人は、大学を設置し、及び管理することにより、学術の中心とし

て、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び

応用的能力を展開させ、並びに職業又は実際生活に必要な能力を育成し、もって広

く社会の発展に寄与することを目的とする。 

 

(２) 業務内容 

 ・ 県立大学を設置し、これを運営すること。 

・ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。 

・ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法

人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

・ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

・ 県立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

・ 上記の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 県の政策における法人の位置付け及び役割 

県では、「東日本大震災津波の経験に基づき、引き続き復興に取り組みながら、お互い

に幸福を守り育てる希望郷いわて」を基本目標とする「いわて県民計画（2019～2028）」

を策定し、県民一人ひとりの暮らしや仕事を起点とする政策の展開や、多様な主体の参

画やつながりを生かした取組などを県政全般に広げることとしている。 

県立大学は、「自然」、「科学」、「人間」が調和した新たな時代を創造することを願い、

人間性豊かな社会の形成に寄与する、深い知性と豊かな感性を備え、高度な専門性を身

につけた自律的な人間を育成する大学を目指すという建学の理念を掲げて、平成 10 年に

開学した。この建学の理念の実現に向けた歩みを進めるため、そして、県民に愛され期

待される大学として、自律的かつ積極的に自己改革を進めるとともに、公立大学に期待

される役割を意識し、教育研究及び地域・国際貢献において社会的責任を果たす大学と

なるよう更なる取組を求められている。 

 

３ 中期目標の概要 

別紙１のとおり。 

 

４ 業務の運営に関する理念及び業務運営上の方針及び戦略 

国内・国際社会は、18 歳人口の減少、少子高齢化、地域社会経済の国際化の進展、情

報技術の急速な革新への対応など、激変の一途をたどっている。特に、長期的には、18

歳人口の減少によって今後見込まれる大学入学者の減少が大学運営及び法人経営に影響

を及ぼすことから、重要な課題として認識する必要がある。 

また、2016 年から 2030 年までの間の国際目標として、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目

標）が掲げられ、「誰一人として取り残さない」という言葉に象徴されるように、包摂性

や多様性を重視しながら経済・社会・環境の課題を統合的に解決し、持続可能な社会の

実現を目指す必要があり、高等教育機関として本学としても取組を進めていくことが重
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要である。 

このような状況の中、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）の規定に基づき、

岩手県が定める第四期中期目標（令和５年度～令和 10 年度）の達成に向け、公立大学法

人岩手県立大学は、建学の理念の実現に向けた歩みを進めるため、そして、県民に愛さ

れ期待される大学として、自律的かつ積極的に自己改革を進めるとともに、公立大学に

期待される役割を意識し、教育研究及び地域・国際貢献において社会的責任を果たす大

学となるよう、取るべき措置をまとめ、令和４年度に、第四期中期計画（令和５年度～

令和 10 年度）を策定し、令和５年度より推進しているところである。 

なお、社会経済情勢の変化などを踏まえ、必要に応じて、内容を見直すなど、弾力的

な対応を行っていくこととする。 

 

５ 中期計画の概要 

別紙２のとおり。 

 

６ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

(１) ガバナンスの状況 

ア ガバナンスの体制 

当法人では、理事長又は学長のリーダーシップの下、産業界や地域社会をはじめ

とする多様な関係者の意見を取り入れつつ、戦略的な法人経営や大学運営が行える

よう、外部人材を理事や学長特別補佐に任命している。 

また、地方独立行政法人法に基づき、経営に関する重要事項を審議する機関とし

て経営会議を、教育研究に関する重要事項を審議する機関として教育研究会議を設

置し、各会議に学外委員を置くなど、適切なガバナンスが保たれる体制を有してい

る。 

 

イ 法人の意思決定体制 

当法人における意思決定については、法人にかかわる事案は理事長が、教育研究

及び大学運営にかかわる事案は理事長の委任により学長が行うこととしており、定

款に定めるところにより、法人の経営に関する重要事項は経営会議、大学の教育研

究に関する重要事項は教育研究会議の議を経ることとしている。 

また、法人の経営に関する重要事項について協議、調整するための役員会議や、

全学の運営方針等について協議、調整するための本部長会議などを設置することに

より、役割を分担しながら迅速に意思決定を行う体制を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

(２) 役員等の状況 

ア 役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

氏名 石堂  淳 役職 理事長 

任期 令和 10 年度まで 

経歴 岩手県立盛岡短期大学講師（昭和 62 年４月～平成２年３月） 

岩手県立盛岡短期大学助教授（平成２年４月～平成 10 年３月）  

岩手県立大学総合政策学部助教授（平成 10 年４月～平成 18 年３月） 

岩手県立大学総合政策学部教授（平成 18 年４月～現在）  

岩手県立大学学生支援本部長（平成 24 年４月～平成 25 年３月） 

岩手県立大学企画本部長（平成 25 年４月～平成 30 年３月） 

岩手県立大学理事（副学長（企画））（平成 28 年４月～平成 30 年３月） 

岩手県立大学理事（副学長（教学））（平成 30 年４月～令和５年３月） 

岩手県立大学理事（法務支援）（令和５年４月～令和６年３月） 

岩手県立大学専務理事（法務支援）（令和６年４月～令和７年３月） 

現職（令和７年４月から） 

 

氏名 鈴木 厚人 役職 副理事長（学長） 

任期 令和８年度まで 

経歴 東北大学副学長（平成 17 年４月～平成 18 年３月） 

高エネルギー加速器研究機構長（平成 18 年４月～平成 27 年３月） 

現職（平成 27 年４月から） 

 

氏名 鈴木 俊昭 役職 専務理事（副学長（総務・法務）） 

任期 令和８年度まで 

経歴 岩手県職員（昭和 62 年４月～令和２年３月） 

岩手県立大学事務局次長（令和２年４月～令和４年３月） 

岩手県職員（令和４年４月～令和６年３月） 

岩手県立大学理事（副学長（総務））（令和６年４月～令和７年３月） 

現職（令和７年４月から） 

 

氏名 亀田 昌志 役職 理事（副学長（企画・研究地連）） 

任期 令和８年度まで 

経歴 岩手県立大学ソフトウェア情報学部助教授（平成 13 年 10 月～平成 19 年３月） 

岩手県立大学ソフトウェア情報学部准教授（平成 19 年４月～平成 28 年３月） 

岩手県立大学ソフトウェア情報学部教授（平成 28 年４月～現在） 

岩手県立大学ソフトウェア情報学科長（平成 28 年４月～令和２年３月） 

岩手県立大学ソフトウェア情報学部長（令和２年４月～令和５年３月） 

岩手県立大学研究・地域連携本部長（令和５年４月～現在） 

現職（令和５年４月から） 
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氏名 高橋 聡 役職 理事（副学長（教学）） 

任期 令和９年度まで 

経歴 岩手県立盛岡短期大学講師（平成９年４月～平成 11 年３月） 

岩手県立大学講師（平成 10 年４月～平成 14 年３月）  

岩手県立大学助教授（平成 14 年４月～平成 17 年３月） 

岩手県立大学社会福祉学部助教授（平成 17 年４月～平成 19 年３月）  

岩手県立大学准教授（平成 19 年４月～平成 24 年３月） 

岩手県立大学教授（平成 24 年４月～現在） 

岩手県立大学教育支援本部長（平成 28 年４月～令和２年３月） 

岩手県立大学メディアセンター長（平成 28 年４月～令和２年３月） 

岩手県立大学社会福祉学部長（令和２年４月～令和６年３月） 

現職（令和６年４月から） 

 

氏名 福島 裕子 役職 理事（常勤（ダイバーシティ推進）） 

任期 令和９年度まで 

経歴 岩手県立大学看護学部助教授（平成 10 年４月～平成 19 年３月） 

岩手県立大学看護学部准教授（平成 19 年４月～平成 25 年３月）  

岩手県立大学看護学部教授（平成 25 年４月～現在） 

岩手県立大学看護学部長（令和２年４月～令和６年３月） 

現職（令和６年４月から）  

 

氏名 小原 忍 役職 理事（非常勤） 

任期 令和８年度まで 

経歴 株式会社岩手めんこいテレビ常勤監査役 

現職（平成 31 年４月から） 

 

氏名 藤村 文昭 役職 理事（非常勤） 

任期 令和９年度まで 

経歴 株式会社藤村商会 代表取締役会長 

現職（令和２年４月から） 

 

氏名 細川 亮 役職 監事（非常勤） 

任期 令和８事業年度の財務諸表承認の日まで 

経歴 弁護士 

現職（令和５年６月から） 

 

氏名 三河 春彦 役職 監事（非常勤） 

任期 令和８事業年度の財務諸表承認の日まで 

経歴 税理士 

現職（平成 29 年４月から） 
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イ 会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人

と同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に

基づく報酬の額は 11 百万円（税抜）であり、非監査業務に基づく報酬はありません。 

 

(３) 教職員の状況 

ア 教職員数  （単位：人） 

区分 当年度 前年度 増減 摘要 

教員数 231 228 ３  

 岩手県立大学 191 190 １  

 岩手県立大学盛岡短期大学部 24 25 △１  

 岩手県立大学宮古短期大学部 16 13 ３  

事務局職員数 173 169 ４  

 職員 100 101 △１  

 任期付職員 9 8 １  

 非常勤職員 5 6 △１  

 再任用職員 4 4 ０  

 臨時職員 55 50 ５  

 

 

イ 教職員の平均年齢 

区分 当年度 前年度 摘要 

教員 49.9 歳 50.0 歳  

事務局職員 44.1 歳 43.7 歳  

 

ウ 法人への出向者数 （単位：人） 

区分 当年度 前年度 増減 摘要 

出向者数 ０ ０ ０  

 

(４) 学生の状況（令和７年５月１日現在） 

岩手県立大学 看護学部                    ３６８人 

社会福祉学部  ４２８人 

ソフトウェア情報学部  ６８８人 

総合政策学部  ４６２人 

    （学部 計 １，９４６人） 

大学院    看護学研究科       博士前期課程   １９人 

博士後期課程    ６人 

社会福祉学研究科     博士前期課程   １５人 

博士後期課程    ６人 
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ソフトウェア情報学研究科 博士前期課程   ６４人 

博士後期課程   １５人 

総合政策研究科      博士前期課程    ７人 

博士後期課程    ９人 

 （大学院 計   １４１人） 

 合計 ２，０８７人 

 

岩手県立大学盛岡短期大学部                  ２０６人 

岩手県立大学宮古短期大学部  １６１人 

 総計 ２，４５４人 

  

(５) 重要な施設等の整備等の状況 

ア 当事業年度中に完成した主要施設等 

(滝沢)滝沢キャンパス外部放送設備      （取得価額  ３百万円） 

共通棟Ｄ２階入浴実習室改修      （取得価額  17 百万円）  

(宮古)宮古短期大学部学生寮冷暖房設備    （取得価額  55 百万円） 

       宮古短期大学部学生寮火災報知器設備   （取得価額  ３百万円） 

       宮古短期大学部学生寮衛生設備         （取得価額  12 百万円） 

       宮古短期大学部学生寮内装等            （取得価額   12 百万円）  

 

イ 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

（滝沢）厨房等改修  （当事業年度増加額 ５百万円、総投資見込額 101 百万円） 

    空調設備等改修（当事業年度増加額 ５百万円、総投資見込額 94 百万円） 

        電力設備等  （当事業年度増加額 ５百万円、総投資見込額 28 百万円） 

（宮古）テニスコート周辺改修 

           （当事業年度増加額  ６百万円、総投資見込額 82 百万円） 

 

ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

エ 当事業年度中において担保に供した施設等 

該当なし 
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(６) 純資産の額 

ア 資本金の額及び出資者ごとの出資額（前事業年度末からのそれぞれの増減を含む。） 

32,679,099,000 円（全額岩手県からの出資。前年度からの増減なし。） 

 

イ 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

［Ｒ７取崩全体］（単位：百万円）  ［損益計算書経常分］（単位：百万円） 

事業区分 総額 資産分 損益分  事業区分 Ｒ６ Ｒ７ 増減 主な理由 

施設改良修繕 51 25 26  施設改良修繕 46 26 △20 修繕費の減 

情報システム 300 - 300  情報システム 89 300 211 委託料の増 

学長特別枠事業 42 - 42  学長特別枠事業 62 42 △20 学長特別枠事業費の減 

教育関連事業 222 5 217  教育関連事業 57 217 160 
各学部の経常・政策経費

の増 

新型コロナ感染

症対策 
11 - 11  

新型コロナ感染

症対策 
16 11 △5 

新型コロナ対策経費の

減 

運営費交付金財

源振替 
- - -  

運営費交付金財

源振替 
380 - △380 皆減 

計 626 30 596  計 652 596 △56  

 

(７) 社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、令和４年度の地域プラットフォーム推進事業による省エネルギー診断

報告を受け、当該診断結果を尊重してカーボンニュートラル化に取り組んでいる。 

 

７ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

(１) リスク管理の状況  

当法人では、リスクの発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の回避、軽減

及び移転等のリスク対応を図り、『公立大学法人岩手県立大学危機管理対応指針』に

基づき、事象区分に応じて理事長、学長を責任者として、業務運営のリスクへ対す

る体制を整備している。  

 また、事象区分に応じて所管の部局を定め、個別マニュアルを作成し、各リスクへ

の迅速な対応に努めるとともに、個別マニュアルの定期的な見直しにより、常に最

新のリスクに対応できるよう努めている。 

 

(２) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況  

当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。  

① 労務単価の高騰や光熱水費等の物価高騰に係るリスクについて  

令和７年度の大学予算に約 124 百万円の予算措置をしており、その財源について

県運営費交付金が予算措置（約 78 百万円）されている。 

 

② 施設設備の更新に係るリスクについて  

「岩手県立大学滝沢キャンパス等大規模修繕工事計画（原案）」の成果品をもとに

令和５年 12 月に学内協議のうえ、滝沢キャンパス等再生ビジョン(Ver.1)を策定し

たところ。また、各年度の予算及び工事内容については、県との予算協議にあたり

必要の都度、優先順位及び着工箇所等について見直しを進めている。 
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③ 外部資金に関するリスクについて 

外部資金の獲得に向けては、科研費セミナー（講演会）、科研費制度説明会、申請

書レビュー（10 件）、動画講座などを実施した。その結果、令和８年度科研費の新規

採択率は 16.1％と、令和７年度の 18.9％から 2.8 ポイント減少したものの、採択が

よ難な基盤研究費Ｂについては、申請件数４件に対し２件採択（採択率 50％）とな

った。令和８年度は上記支援策のうち、申請書レビューを 15 件に強化するほか、面

談による申請書作成支援を新たに実施し、更なる採択率向上を目指していくもので

ある。 

 

８ 業績を適正に評価するための前提となる情報並びに業務の成果及び当該業務に要した

資源 

(１) 財源の状況 

当法人の経常収益は 6,047 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 4,031 百万

円（66.7％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益 1,431 百万円（23.7％）、

産学連携等研究収益 113 百万円（1.9％）、補助金等収益 338 百万円（5.6％）、寄附

金収益 32 百万円（0.5％）などとなっている。 

 

 

  

 

運営費交付金

4,031百万円

(66.7％)

学生納付金

1,431 百万円

(23.7％)

産学連携等研

究

113百万円

(1.9％)

補助金等

338百万円

(5.6％)

寄附金

32百万円

(0.5％)

その他

102百万円

(1.7％)

合計 6,047 百万円 

【経常収益】 
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(２) 事業の状況及び成果 

分野 計画の概要 実績の概要 

教育分野 教学ＩＲセンターシス

テムを活用した各部局へ

のデータ提供の充実、より

詳細な学修成果の把握と

データの提供に向けた教

学ＩＲセンターシステム

と事務管理システムの連

携 

・ 教学ＩＲセンターにおいて、学部・研究

科等及び高等教育推進センターがアセスメ

ントで活用する「授業に関する学生調

査」、文部科学省の「全国学生調査」等を

教学ＩＲセンターシステムで実施し、学

部・研究科等及び高等教育推進センターへ

データを提供した。 

・ 令和６年度に学部・研究科等及び高等教

育推進センターがアセスメント等に必要な

データを迅速に提供できるよう構築した仕

組みを活用し、学部等が必要とするデータ

や情報の提供を行った。 

・ 教学ＩＲセンターシステムの「授業に関

する学生調査」の機能と事務管理システム

のシラバスの学修目標との連携を図り、こ

れまでより詳細な学修成果の収集を可能と

した。 

・ 質保証・向上システム及び教育改善を推

進するため、ＩＲを活用した教学マネジメ

ント体制の強化を図ることとし、教学ＩＲ

センターを改編して教学マネジメントセン

ターを設置することを決定した。 

教育分野 大学院の教育研究に関

する個々の研究科の枠を

超えた横断的な取組の検

討 

・ 令和６年度に設置した研究科検討ワーキ

ンググループにおいて正規課程以外の教育

の推進について前向きに検討するとされた

ことを受け、社会人が大学院における高度

専門教育にアクセスしやすい取組等を促進

するため、履修証明制度を創設した。 

・ 研究科検討ワーキンググループの会議を

開催し、各研究科における定員充足に向け

た取組の情報共有を図るとともに、各研究

科において課題への対応を検討した。 
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分野 計画の概要 実績の概要 

教育分野 令和６年度に策定した

「岩手県立大学における

多様な性のあり方を尊重

するためのガイドライン」

に即した相談支援等の推

進、本学における具体的な

対応等についての検討 

・ 岩手県立大学多様な性のあり方尊重委員

会を開催し、取組状況について情報共有す

るとともに、全学的な支援体制の充実に向

け、意見交換を実施した。 

・ 今後の取り組みの参考にするため、先進

大学への訪問調査、全学生・全教職員を対

象とするアンケート調査を実施した。 

・ ＳＯＧＩに対する理解の促進と多様性の

意識醸成を図るため、６月をプライド月間

として設定し、ミニ講座を行ったほか、Ｓ

ＯＧＩ研修会を開催した。 

研究及び地域・国

際貢献分野 

「岩手県立大学研究活

動方針」に基づく、研究活

動の環境や条件の整備に

係る戦略策定と改善の推

進 

 研究推進委員会において、協議・意見交換

を重ね、各学部等からの意見を収集した上

で、「研究環境の整備等に関する戦略」を策定

した。 

研究及び地域・国

際貢献分野 

企業学群構想の推進に

向けた大学発スタートア

ップの創出とアントレプ

レナーシップの醸成、学生

と企業との交流の促進 

・ 「みちのくアカデミア発スタートアップ

共創プラットフォーム」のファンド事業で

ある「みちのくＧＡＰファンド」に採択さ

れた課題について、起業支援アドバイザー

による伴走支援を行ったほか、来年度の採

択に向けて新規案件５件の申請を行い、う

ち１件が採択された。 

・ ソフトウェア情報学部の授業で企業見学

等を行う「キャリアデザインⅠ」、同研究科

の授業で企業にて演習を行う「インターン

シップ型連携授業」、産学協働による課題解

決 型 学 習 「 Ｐ Ｂ Ｌ （ Project Based 

Learning）」などを実施した。 

研究及び地域・国

際貢献分野 

地域防災支援などに取

り組む学生団体「ＦＲＯ

Ｍ」との協働による、防災・

復興教育や防災訓練等の

地域支援の推進 

学生団体「ＦＲＯＭ」と協働し、小中学校

等での防災・復興教育への支援や地域の防災

訓練等への参加、地域からの依頼対応、各種

情報発信などに積極的に取り組んだ。 

法人経営分野 電子決裁・文書管理シス

テムの試行導入 

電子決裁・文書管理システムを試行導入

し、運用課題を整理の上、令和８年度から試

行運用及び本格導入するための環境を整備し

た。 
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分野 計画の概要 実績の概要 

法人経営分野 広報戦略に基づく戦略

的な情報発信を推進する

ための、令和５年度に策定

したウェブアクセシビリ

ティ方針に基づく公式ウ

ェブサイトのリニューア

ルの実施 

広報委員会やウェブサイトリニューアルワ

ーキング等と連携し、プロジェクト計画やコ

ンテンツ移行計画の確認、デザインやコンテ

ンツ移行の検証を行った。 

法人経営分野 ゼロ・カーボン化推進の

ための施設設備等の維持

修繕及び更なる意識向上

の取組の実施 

・ ゼロ・カーボン化推進室及び学生団体等

と連携し、キックオフイベント「ゼロ・カー

ボン祭」を開催し、学生団体による脱炭素化

の取組紹介及びワークショップによる学生

等の意識の向上を図った。また、更なる意識

向上の取組を進めるため、他大学等の取組

事例を学ぶイベントへ参加し情報交換を行

った。 

・ 滝沢キャンパスの照明設備のＬＥＤ化を

進めるとともに、脱炭素化に資する施設設

備の導入に向け、事業所訪問による事例研

究等を行った。 
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９ 予算及び決算の概要 

    (単位：百万円) 

※ 詳細は、各年度の決算報告書を参照のこと。 

 

10 財務諸表の要約並びに財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

(１) 貸借対照表（財政状態） 

① 貸借対照表の要約の経年比較（５年） 

(単位：百万円) 

区分 令和３年度 

第 17 期事業年度 

令和４年度 

第 18 期事業年度 

令和５年度 

第 19 期事業年度 

令和６年度 

第 20 期事業年度 

令和７年度 

第 21 期事業年度 

資産合計 22,588 22,161 21,166 20,129 19,279 

負債合計 3,030 3,142 1,658 1,625 1,799 

純資産合計 19,558 19,018 19,508 18,504 17,480 

 

 

令和３年度 

第 17 期 

事業年度 

令和４年度 

第 18 期 

事業年度 

令和５年度 

第 19 期 

事業年度 

令和６年度 

第 20 期 

事業年度 

令和 7 年度 

第 21 期 

事業年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収
入 運営費交付金 3,857 3,864 3,814 3,850 3,754 3,640 3,592 3,690 4,026 4,031 

保守管理･光熱費価格の高騰に係る経費の増

により運営費交付金が追加交付されたこと等

によるものである。 

諸補助金 606 527 609 430 373 246 443 304 481 338 
大規模施設修繕等に係る県の施設等整備費補

助金の減等によるものである。 

自己収入 1,560 1,595 1,571 1,594 1,623 1,578 1,610 1,533 1,562 1,542 
 

 授業料等 1,454 1,490 1,467 1,491 1,507 1,460 1,486 1,429 1,451 1,431 
制度改正により、減免等の対象となる学生が

増加したことによる。。 

 その他の収 105 104 103 103 116 117 123 104 111 111 
 

受託研究等事業収入 122 49 122 89 121 155 248 133 180 113 

受託研究、共同研究の獲得が見込みより少な

かったこと等によるものである。 

寄附金収入 － 15 － 16 － 20 － 24 － 32 
寄附金の受入れが見込みより多かったこと等

によるものである。 

目的積立金取崩 342 221 407 270 734 556 838 652 711 627 

大規模施設改修やその他修繕に係る経費の減

により、取崩額が減となったものである。 

計 6,489 6,273 6,524 6,252 6,607 6,196 6,735 6,338 6,960 6,682 
 

支
出 

業務費 4,993 4,356 4,990 4,215 5,032 4,385 5,007 4,219 5,218 4,632 
 

 教育研究費 4,948 4,323 4,945 4,183 4,978 4,340 4,920 4,145 5,152 4,572 
大規模施設改修費用の減等によるものであ

る。 

 
地域等連携

費 

45 33 44 32 53 45 86 74 66 60 

知的財産管理活用費等、研究・地域連携に係

る経費の増等によるものである。 

一般管理費 1,373 1,372 1,411 1,579 1,453 1,422 1,478 1,716 1,562 1,722 
公式 Web サイト刷新事業に係る経費の増等に

よるものである。 

受託等事業費 122 49 122 76 121 187 248 129 180 111 

受託研究、共同研究の獲得が見込みより少な

かったこと等によるものである。 

寄附金事業 － 15 － 16 － 19 － 24 － 32 
寄附金の受入れが見込みより多かったこと等

によるものである。 

計 6,489 5,793 6,524 5,887 6,607 6,015 6,735 6,090 6,960 6,496 
 

収入-支出 － 480 － 365 － 181 － 248 － 186 
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② 当事業年度の状況に関する分析 
 

貸 借 対 照 表 
(令和８年３月３１日現在) 

(単位：百万円) 

資産の部 負債及び純資産の部 

科 目  科 目  

固定資産 
有形固定資産 
  土地 
  建物 
   減価償却累計額 
  構築物 

減価償却累計額 
  機械装置 
   減価償却累計額 
  工具器具備品 
   減価償却累計額 
  図書 
  美術品・収蔵品 
  車両運搬具 
   減価償却累計額 
  建設仮勘定 

 
  無形固定資産 
   特許権 
  商標権 
  ソフトウェア 
  電話加入権 
  特許権仮勘定 
 

投資その他の資産 
  投資有価証券 
  長期貸付金 
  貸倒引当金等引当金 
    その他 
 
流動資産 

現金及び預金 
  未収学生納付金収入 
  徴収不能引当金 
  棚卸資産 
 前渡金 
 未収金 
 

16,952 
16,793 
4,426 

30,260 
△19,486 

1,752 
△1,584 

83 
△82 
945 

△853 
1,206 

90 
24 

△19 
31 

 
24 
11 
0 
3 
0 
9 
 

135 
50 
162 

△78 
1 
 

2,327 
1,958 

5 
△5 

8 
3 

358 

固定負債 
長期繰延補助金等(注) 

 
流動負債 

運営費交付金債務（注） 
寄附金債務(注) 
前受受託研究費(注) 
前受共同研究費(注) 
未払金 
未払消費税等 
科学研究費助成事業等預り金 
預り金 

 

901 
901 

 
898 
24 
48 
7 
1 

751 
0 

42 
24 

負 債 合 計 1,799 

資本金 
地方公共団体出資金 

 
資本剰余金 

資本剰余金 
減価償却相当累計額(注) 
除売却差額相当累計額(注) 

 
利益剰余金 

前中期目標期間繰越積立金(注) 
目的積立金（注） 
積立金 
当期未処分利益 
(うち当期総利益) 

 

32,679 
32,679 

 
△18,073 

1,718 
△19,301 

△490 
 

2,873 
812 
436 

1,475 
150 

(150) 

純 資 産 合 計 17,480 

  

資 産 合 計 19,279 負 債 純 資 産 合 計 19,279 

  (注)これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。 

 

（資産合計） 

令和７年度末現在の資産合計は前年度比 850 百万円（4.2％）（以下、特に断ら

ない限り前年度比）減の 19,279 百万円となっている。主な減少要因としては、

建物が減価償却等により 548 百万円（4.8％）減の 10,774 百万円となったことが

挙げられる。 
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（負債合計） 

令和７年度末現在の負債合計は 174 百万円（10.7％）増の 1,799 百万円となっ

ている。主な増加要因としては、当該年度の費用で支払い時期が翌年度 4 月以降

になるものに係る未払金が 182 百万円（32.0％）増の 751 百万円となったことが

挙げられる。 

 

（純資産合計） 

令和７年度末現在の純資産合計は 1,024 百万円（5.5％）減の 17,480 百万円と

なっている。主な減少要因としては、減価償却により資本剰余金合計が 549 百万

円（3.1％）減の△18,073 百万円となったことなどが挙げられる。 

  

(２) 損益計算書（運営状況） 

① 損益計算書の要約の経年比較（５年） 

(単位：百万円) 

区分 令和３年度 

第 17 期事業年度 

令和４年度 

第 18 期事業年度 

令和５年度 

第 19 期事業年度 

令和６年度 

第 20 期事業年度 

令和７年度 

第 21 期事業年度 

経常費用 5,767 5,868 6,067 6,089 6,492 

経常収益 6,033 5,918 5,738 5,676 6,047 

当期総利益 487 350 1,672 238 150 
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② 当事業年度の状況に関する分析 
 

損 益 計 算 書 
(令和７年４月１日～令和８年３月３１日) 

(単位：百万円) 

経常費用 
業務費 

  教育経費 
  研究経費 
  教育研究支援経費 
  受託研究費 
  共同研究費 
  受託事業費 
  役員人件費 
  教員人件費 
  職員人件費 

一般管理費 
雑損 

 
経常収益 

運営費交付金収益(注) 
授業料収益(注) 
入学料収益(注) 
検定料収益(注) 
受託研究収益(注) 
共同研究収益(注) 
受託事業等収益(注) 
補助金等収益(注) 
寄附金収益(注) 
財務収益 
 受取利息 
 有価証券利息 
雑益 
  財産貸付料収入 
  文献複写料収入 
  研究関連収入 
  その他の雑益 

 
臨時損失 
  固定資産除却損 
 
臨時利益 
  固定資産売却益 
   
当期純損失 
 
前中期目標期間繰越積立金取崩額(注) 
 
当期総利益 

6,492 
5,901 
1,385 

504 
162 
74 
5 

30 
16 

2,687 
1,039 

590 
1 
 

6,047 
4,031 
1,216 

179 
36 
77 
5 

31 
338 
32 
3 
3 
0 

99 
46 
0 

16 
37 

 
1 
1 
 
0 
0 
 

△446 
 

597 
 

150 

(注)これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。 
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 資本剰余金を減額したコスト等に関する注記                (単位：百万円) 

当期総利益 
 
 減価償却相当額 
 除売却差額相当額 
 賞与引当増加相当額 
 退職給付引当増加相当額(注) 
 小計 

 
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 

150 
 

△579 
△0 

△13 
△9 

△600 
 

△449 

 (注)退職給付引当増加相当額の中には、岩手県からの派遣職員に係る△12 百万円が含まれております。 

 

 科学研究費助成事業等に関する注記                    (単位：百万円) 

当期受入額 
当期支出額 

52 
50 

 

（経常費用） 

令和７年度の経常費用は 403 百万円（6.6％）増の 6,492 百万円となってい

る。主な増加要因としては、人件費が 244 百万円（7.0％）増の 3,742 百万円と

なったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、一般管理費が 59 百万円（10.0％）減の 590 百

万円となったことなどが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和７年度の経常収益は 371 百万円（6.5％）増の 6,047 百万円となってい

る。 

主な増加要因としては、運営費交付金収益が 341 百万円（9.2％）増の 4,031

百万円となったことなどが挙げられる。 

 

（当期総利益） 

上記経常収益の状況及び臨時損失として固定資産除却損 1 百万円、目的積立金

を使用したことによる前中期目標期間繰越積立金取崩額 596 百万円を計上した結

果、令和７年度の当期総利益は 88 百万円（37.0％）減の 150 百万円となってい

る。 
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(３) キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年） 

(単位：百万円) 

区分 令和３年度 

第 17 期事業年度 

令和４年度 

第 18 期事業年度 

令和５年度 

第 19 期事業年度 

令和６年度 

第 20 期事業年度 

令和７年度 

第 21 期事業年度 

業務活動によるキ

ャッシュ・フロー 
733 314 △203 △256 △182 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 
△172 △180 △149 △200 △141 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 
－ － － － － 

資金期末残高 2,502 2,636 2,283 1,831 1,508 

 

② 当事業年度の状況に関する分析 
 

キャッシュ・フロー計算書 
（自令和７年４月１日 至令和８年３月３１日） 

(単位：百万円) 
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 
    教育研究関連業務支出 
    人件費支出 
    その他の業務支出 
    運営費交付金収入 
    授業料収入 
    入学金収入 
    検定料収入 
    受託研究収入 
    共同研究収入 
    受託事業等収入 
    補助金等収入 
    寄附金収入 
    その他の業務収入 
    その他の預り金収支差額 
     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    有形固定資産の取得による支出 
    無形固定資産の取得による支出 
    利息の受取額 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 資金増加額 
Ⅴ 資金期首残高 
Ⅵ 資金期末残高 

△182 
△1,546 
△3,656 

△520 
4,055 

799 
164 
36 
80 
5 

46 
253 
27 
99 

△24 
 

△141 
△142 

△2 
3 
 
- 
 

△323 
1,831 
1,508 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 74 百万円（28.9％）増の

△182 百万円となっている。主な増加要因としては、運営費交付金収入が 365 百

万円（9.9％）増の 4,055 百万円となったことなどが挙げられる。  

主な減少要因としては、授業料収入が 211 百万円（20.9％）減の 799 百万円と
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なったことが挙げられる。  

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 59 百万円（29.5％）増の

△141 百万円となっている。主な増加要因としては、有形固定資産の取得による

支出が 57 百万円（28.6％）増の△142 百万円となったことが挙げられる。  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

なし 
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(４) 主なセグメントの状況 

   （令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

(単位：百万円) 

区分 岩手県立大学 盛岡短期大学 宮古短期大学 法人共通 合計 

業務費用 

  業務費 

    教育経費 

    研究経費 

    教育研究支援経費 

    受託研究費 

    共同研究費 

    受託事業費 

    役員人件費 

    教員人件費 

    職員人件費 

  一般管理費 

  雑損 

 

4,969 

1,224 

444 

148 

74 

5 

30 

- 

2,183 

861 

381 

-  

 

505 

66 

31 

4 

- 

- 

- 

- 

318 

85 

37 

- 

 

411 

94 

29 

10 

- 

- 

- 

- 

186 

93 

26 

- 

 

16 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

16 

- 

- 

146 

1 

 

5,901 

1,385 

504 

162 

73 

5 

30 

16 

2,687 

1,039 

590 

1 

小計 5,351 542 437 162 6,492 

業務収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学料収益 

  検定料収益 

  受託研究収益 

  共同研究収益 

  受託事業等収益 

  補助金等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

 

3,355 

1,076 

143 

29 

77 

5 

31 

222 

29 

- 

77 

 

349 

77 

17 

  3 

- 

- 

- 

22 

1 

- 

3 

 

312 

63 

19 

4 

- 

- 

- 

94 

1 

- 

13 

 

16 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

3 

5 

 

4,031 

1,216 

179 

36 

77 

5 

31 

338 

32 

3 

99 

小計 5,044 473 506 24 6,047 

業務損益 △307 △69 69 △138 △445 

  土地 

  建物 

  構築物 

  現金及び預金 

  その他 

2,952 

9,653 

86 

- 

1,230 

116 

546 

2 

- 

19 

1,358 

575 

81 

- 

173 

- 

- 

- 

1,958 

529 

4,426 

10,774 

169 

1,958 

1,953 

帰属資産 13,921 684 2,186 2,487 19,279 

  １ 本学の業務に応じてセグメントを岩手県立大学、盛岡短期大学、宮古短期大学に区別し、各セグメントに配賦

できない業務費用及び業務収益、帰属資産を共通として区別しています。 

  ２ 共通に区分した業務費用の主なものは以下のとおりです。 

   ・役員人件費 16 百万円  ・広報費 20 百万円 

  ３ 共通に区分した業務収益の主なものは以下のとおりです。 

   ・運営費交付金収益 16 百万円 

  ４ 共通に区分した帰属資産の主なものは以下のとおりです。 

   ・現金及び預金 1,958 百万円 

  ５ セグメント別の目的積立金の取崩しを財源とする費用の発生額は、岩手県立大学 528 百万円、盛岡短期大学 52

百万円、宮古短期大学 16 百万円、法人共通 0百万円です。 

  ６ 減価償却費は、岩手県立大学 115 百万円、盛岡短期大学 1 百万円、宮古短期大学 34 百万円、法人共通 3 百万

円です。 

  ７ 減価償却相当額は、岩手県立大学 509 百万円、盛岡短期大学 33 百万円、宮古短期大学 35 百万円、法人共通 0

百万円です。 

  ８ 除売却差額相当額は、岩手県立大学 0百万円、宮古短期大学 0百万円です。 
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  ９ 賞与引当増加相当額は、岩手県立大学 8百万円、盛岡短期大学△2百万円、宮古短期大学 6百万円です。 

  10 退職給付引当増加相当額は、岩手県立大学 40 百万円、盛岡短期大学△24 百万円、宮古短期大学△7 百万円で

す。 

 

 

11 役員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制その他法人の業務の

適正を確保するための体制の運用状況に関する情報の運用状況に関する情報 

当法人では、「公立大学法人岩手県立大学業務方法書」に基づき「公立大学法人岩手県

立大学内部統制規程」を定め、次のような体制による内部統制システムを整備している。 

内部統制統括責任者 専務理事 

内部統制推進責任者 各学部・研究科 学部長・研究科長 

各短期大学部 短期大学部長 

高等教育推進センター センター長 

各本部 本部長 

事務局 各室長及び宮古事務局長 

また、業務全般の適法性及び妥当性を公正かつ客観的に検証及び評価するため、「公立

大学法人岩手県立大学内部監査規程」に基づき内部監査室を組織し、内部監査を毎年度

実施している。 

当事業年度における運用状況は、主に令和６年４月１日から令和７年７月１日までの

間に締結した委託契約に係る手続きについて、内部監査を実施しており、点検の結果、

６件について、所管部署に対して必要な確認・検討を行うこととし、改善措置等を講じ

ることとした。 

 

12 法人に関する基礎的な情報 

(１) 沿革  

本学は、岩手県の歴史や風土、伝統のうえに、21 世紀の新たな時代を拓く高度な

教育研究拠点として、県民の大きな期待の下、平成 10 年４月に、看護学部、社会福

祉学部、ソフトウェア情報学部、総合政策学部の四学部に既存の盛岡、宮古の両短

期大学を併設して二短期大学部に再編し、開学した。 

その後、平成 17 年度には、予算・人事・組織運営など大学経営全般の自主性・自

律性を高めるため、公立大学法人に移行し、これに併せ、設立団体である岩手県か

ら６年間にわたる次のような中期目標が示された。 

第一期中期目標（平成 17 年度～平成 22 年度） 

「実学実践」の教育研究活動の推進による地域社会への貢献 

第二期中期目標（平成 23 年度～平成 28 年度） 

学生目線による「学生を主人公とした教育」と地域目線による「岩手の活力を

創出する研究・地域貢献」の推進による、地域の中核人材の育成と活力創出への

貢献 

第三期中期目標（平成 29 年度～令和４年度） 

「未来を切り拓く力を高める教育」と「未来創造に資する地域貢献」の推進に

よる、いわて創造人材の育成と地域の未来創造への貢献 
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第四期中期目標（令和５年度～令和 10 年度） 

自ら思考し実践できる人材の育成、実学・実践を重視した学術研究、時代に即

した大学運営を支える自主的・自律的な法人経営の推進による、地域・国際社会

の持続的な発展への貢献 

 

(２) 設立に係る根拠法  

地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）  

 

(３) 設置者（主管課）  

岩手県（ふるさと振興部学事振興課）  

 

(４) 組織図  

別紙３のとおり 

 

(５) 事務所の所在地  

本部の所在地 岩手県滝沢市 

滝沢キャンパス 岩手県滝沢市 

宮古キャンパス 岩手県宮古市 

アイーナキャンパス 岩手県盛岡市 

 

(６) 翌事業年度に係る予算 

（単位：百万円） 

収入 大学運営費 6,338 

 運営費交付金収入 4,308 

 補助金等収入 475 

 自己収入 1,555 

外部資金 106 

目的積立金取崩 708 

総額 7,152 

支出 大学運営費 7,053 

 教育費及び研究費等 1,210 

 一般管理費 1,939 

 人件費 3,904 

外部資金 99 

総額 7,152 

 



1
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公
立
大
学
法
人
岩
手
県
立
大
学
　
第
四
期
中
期
計
画
（
令
和
５
年
度
～
10
年
度
）
の
概
要

第
四
期
中
期
目
標

（
目
標
期
間
令
和
５
年
度
〜
1
0
年
度
）

学
際
的
領
域
を
基
盤
と
し
た
教
育
に
よ
り
、
幅
広
い
教
養
と
国
際
感
覚
を
備
え
、
多
様
性
（
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
）
を
尊
重
し
、

知
識
を
柔
軟
か
つ
創
造
的
に
活
用
し
て
主
体
的
に
行
動
で
き
る
人
間
を
育
成
す
る
。
実
学
実
践
重
視
の
教
育
と
、
地
域
社

会
と
の
密
接
な
連
携
を
踏
ま
え
、
各
分
野
に
お
け
る
専
門
知
識
と
技
術
を
活
用
し
て
課
題
解
決
に
取
り
組
み
、
豊
か
で
活

力
あ
る
社
会
の
形
成
に
貢
献
で
き
る
人
材
を
輩
出
す
る
。

地
域
社
会
の
課
題
解
決
に
資
す
る
実
学
・
実
践
を
重
視
し
た
学
術
研
究
を
重
点
的
に
推
進
す
る
。
さ
ら
に
、
そ
の
成
果
を

国
内
外
に
広
く
還
元
す
る
と
と
も
に
、
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能
の
充
実
、
産
学
官
の
連
携
強
化
、
県
民
へ
の
多
様
な
学
習
機
会

の
提
供
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
地
域
・
国
際
社
会
の
持
続
的
発
展
に
貢
献
す
る
。

教
育
研
究
環
境
の
変
化
と
地
域
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
か
つ
機
動
的
に
対
応
す
る
た
め
に
、
安
定
し
た
財
務
基
盤
を
構

築
し
、
教
育
研
究
設
備
を
効
果
的
に
整
備
・
運
用
す
る
と
と
も
に
、
積
極
的
な
情
報
発
信
を
行
う
。
人
権
尊
重
に
対
す
る
意

識
を
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
、
県
民
か
ら
信
頼
さ
れ
る
大
学
と
し
て
、
自
主
的
・
自
律
的
な
法
人
経
営
を
行
う
。

第
四
期
中
期
目
標
で
は
、
建
学
の
理
念
の
実
現
に
向
け
た
歩
み
を
進
め
る
た
め
、
そ
し
て
、
県
民
に
愛
さ
れ
期
待
さ
れ
る
大

学
と
し
て
、
自
律
的
か
つ
積
極
的
に
自
己
改
革
を
進
め
る
と
と
も
に
、
公
立
大
学
に
期
待
さ
れ
る
役
割
を
意
識
し
、
教
育
研
究

及
び
地
域
・
国
際
貢
献
に
お
い
て
社
会
的
責
任
を
果
た
す
大
学
と
な
る
よ
う
更
な
る
取
組
を
求
め
る
。

１
基
本
姿
勢

２
基
本
目
標

（
１
）
教
育
分
野

自
ら
思
考
し
実
践
で
き
る
人
材
の
育
成

（
２
）
研
究
及
び
地
域
・
国
際
貢
献
分
野

実
学
・
実
践
を
重
視
し
た
学
術
研
究
と
地
域
・
国
際
社
会
の
持
続
的
発
展
へ
の
貢
献

（
３
）
法
人
経
営
分
野

時
代
に
即
し
た
大
学
運
営
を
支
え
る
自
主
的
・
自
律
的
な
法
人
経
営

第
四
期
中
期
計
画
（
計
画
期
間
令
和
５
年
度
〜
10
年
度
）

▼
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー
を
踏
ま
え
た
教
育
課
程
の
編
成
と
多
様
で
効
果
的
な
教
育
方
法
の
展
開

・
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー
を
ア
セ
ス
メ
ン
ト
・
ポ
リ
シ
ー
に
基
づ
き
点
検
・
評
価
し
、
体
系
的
な
教
育
課
程
の
編
成
と
、
教
育
課
程
の
実
践
に
効

果
的
な
教
育
方
法
の
展
開

・
い
わ
て
高
等
教
育
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
活
用
に
よ
る
地
域
社
会
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成

▼
教
育
分
野
の
情
報
分
析
結
果
を
活
用
し
た
学
修
成
果
の
適
切
な
把
握
と
評
価

・
教
学
ＩＲ
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
ア
ン
ケ
ー
ト
等
の
実
施
、
デ
ー
タ
収
集
及
び
分
析
と
こ
れ
ら
を
活
用
し
た
全
学
的
な
学
修
成
果
の
把
握
と
評
価

▼
大
学
院
の
定
員
を
含
め
た
組
織
の
あ
り
方
の
検
討

・
大
学
院
を
は
じ
め
と
し
た
教
育
研
究
組
織
に
係
る
点
検
・評
価
を
行
う
と
と
も
に
、
地
域
社
会
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
必
要
な
見
直
し
の
実
施

▼
多
様
な
学
生
の
修
学
支
援
、
生
活
支
援
及
び
進
路
支
援
の
充
実

・
経
済
的
支
援
制
度
、
課
外
活
動
支
援
の
強
化
及
び
生
活
上
の
困
難
、
悩
み
、
不
安
を
抱
え
る
学
生
等
に
対
す
る
支
援
の
充
実

・
社
会
情
勢
に
応
じ
た
就
業
力
の
育
成
と
と
も
に
、
県
や
経
済
団
体
等
と
連
携
し
、
合
同
企
業
等
説
明
会
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
等
の
県
内

就
職
に
向
け
た
効
果
的
な
取
組
を
行
い
、
県
内
定
着
を
促
進

▼
地
域
の
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
と
多
様
な
学
修
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
学
び
の
場
の
提
供

・
地
域
課
題
解
決
に
向
け
た
研
究
成
果
の
実
装
取
組
の
推
進

・
地
域
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
社
会
人
専
門
教
育
、
県
民
向
け
の
生
涯
学
習
の
機
会
提
供
の
た
め
の
公
開
講
座
、
数
理
・

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・
Ａ
Ｉ等
の
リ
テ
ラ
シ
ー
に
関
す
る
講
座
及
び
児
童
・
生
徒
を
対
象
と
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
講
座
等
の
実
施

▼
国
際
感
覚
を
備
え
た
人
材
育
成
と
多
様
な
国
際
交
流
活
動
の
展
開

・
多
文
化
理
解
と
国
際
感
覚
を
涵
養
す
る
た
め
の
教
育
課
程
の
編
成
及
び
学
生
が
多
様
な
国
・地
域
の
文
化
に
触
れ
活
動
す
る
機
会
と
制
度
の
整
備

・
学
術
研
究
の
国
際
化
の
推
進
や
国
際
交
流
協
定
機
関
と
の
交
流
拡
充
の
ほ
か
、
国
際
交
流
戦
略
の
策
定
と
そ
の
推
進

▼
産
官
学
連
携
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
に
向
け
た
取
組
の
推
進

・
高
度
技
術
者
の
養
成
を
図
る
講
座
等
の
開
催
及
び
産
学
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

▼
持
続
可
能
な
地
域
社
会
づ
く
り
、
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化
や
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
貢
献

・
「
北
い
わ
て
産
業
・
社
会
革
新
ゾ
ー
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」の
推
進

・
防
災
復
興
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
に
よ
る
防
災
に
関
す
る
調
査
研
究
・人
材
育
成
、
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
支
援
等

▼
法
人
役
員
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
に
よ
る
法
人
経
営
及
び
教
職
員
が
働
き
や
す
い
環
境
の
整
備
と
多
様
性
を
重
視
し
た
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ

バ
ラ
ン
ス
や
男
女
共
同
参
画
の
推
進

・
法
人
経
営
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
機
能
強
化
に
向
け
た
外
部
有
識
者
か
ら
の
意
見
等
の
活
用

・
教
育
研
究
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
全
学
的
な
展
開
と
業
務
を
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
支
援
す
る
学
内
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備

・
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
や
男
女
共
同
参
画
を
よ
り
一
層
推
進
す
る
た
め
の
方
針
策
定
や
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
た
め
の
各
種
支
援
制
度
の
充
実

▼
教
育
研
究
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
的
な
人
材
確
保
・
育
成
の
実
施

・
教
育
研
究
に
関
す
る
優
れ
た
実
績
と
能
力
を
有
し
、
建
学
の
理
念
等
を
理
解
し
、
社
会
に
貢
献
す
る
教
員
の
計
画
的
な
確
保

・
設
置
団
体
へ
の
職
員
派
遣
の
要
請
及
び
専
門
人
材
の
活
用
な
ど
も
含
め
た
法
人
職
員
の
計
画
的
な
採
用
と
育
成

▼
業
務
改
善
等
及
び
職
員
の
能
力
向
上
の
推
進
に
よ
る
効
率
的
か
つ
合
理
的
な
法
人
経
営
並
び
に
内
部
質
保
証
方
針
に
基
づ
く
改
革
・改
善
の
推
進

・
情
報
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
等
を
推
進
す
る
体
制
の
充
実
及
び
職
員
の
情
報
ス
キ
ル
獲
得
の
機
会
の
提
供

・
内
部
質
保
証
方
針
に
基
づ
く
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
継
続
的
な
運
用
と
全
学
的
な
組
織
改
革
の
推
進
に
よ
る
教
育
研
究
、
地
域
・国
際
貢
献
及

び
法
人
運
営
等
の
改
善

▼
財
務
内
容
を
よ
り
健
全
化
す
る
た
め
の
適
正
な
予
算
執
行

・
教
育
研
究
の
質
の
維
持
向
上
を
図
り
つ
つ
、
財
務
内
容
の
一
層
の
健
全
化
や
予
算
の
効
率
的
な
執
行
を
確
保

▼
教
育
研
究
環
境
の
変
化
に
対
応
さ
せ
た
施
設
・
設
備
の
整
備
と
維
持
、
施
設
の
長
寿
命
化
に
資
す
る
維
持
修
繕
、
計
画
的
な
大
規
模
改
修

工
事
の
実
施

・
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進
の
た
め
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
脱
炭
素
化
の
視
点
を
踏
ま
え
た
、
教
育
研
究
施
設
・
設
備
の
整
備
・
拡
充
等

第
四
期
中
期
計
画
の
主
な
内
容

自
ら
思
考
し
実
践
で
き
る
人
材
の
育
成

別
紙
２

～
国
内
外
に
お
け
る
社
会
環
境
の
変
化
を
と
ら
え
、

自
律
的
な
高
等
教
育
機
関
と
し
て
、
地
域
・
国
際
社
会
の
持
続
的
な
発
展
に
貢
献
す
る
～

実
学
・
実
践
を
重
視
し
た
学
術
研
究
と
地
域
・
国
際
社
会
の
持
続
的
発
展
へ
の
貢
献

時
代
に
即
し
た
大
学
運
営
を
支
え
る
自
主
的
・
自
律
的
な
法
人
経
営

（
１
）
教
育
分
野
（
７
の
計
画
項
目
）

（
２
）
研
究
及
び
地
域
・
国
際
貢
献
分
野
（
７
の
計
画
項
目
）

（
３
）
法
人
経
営
分
野
（
1
0
の
計
画
項
目
）



＜役員会議＞

＜事務局＞

　　＜法務支援組織＞

法務室

副学長(総務・法務担当)
/事務局長/専務理事

専務理事

盛岡短期大学部

宮古短期大学部

総合政策研究科

防災復興支援センター

企画・広報本部

高等教育推進センター

看護学部

看護学研究科

社会福祉学部

社会福祉学研究科

ソフトウェア情報学部

ソフトウェア情報学研究科

総合政策学部

教学IRセンター

副学長(企画広報・研
究地連担当)/理事

内部監査室

学生支援本部

学生サポートセンター

理事

監事

健康サポートセンター

研究・地域連携本部

地域政策研究センター

いわてものづくり・ソフトウェア融合テ
クノロジーセンター

令和７年度公立大学法人岩手県立大学組織図　

公立大学法人 経営会議

岩手県立大学 岩手県立大学盛岡短期大学部 岩手県立大学宮古短期大学部 教育研究会議

理事長 学長/副理事長
副学長(教学担当)

/理事
教育支援本部

教職教育センター
メディアセンター

研究・地域連携

室

総務室

教育支援室

学生支援室

企画・広報

（学部事務室）

宮古事務局

ダイバーシティ推進室

別紙３


